
建設業退職金共済制度証紙購入基準の運用について 

 

 

平成２８年３月７日 

北九契管第１３５４号 

契約室長から工事関係局 

長あて 

 

 

 標記の件については、平成１６年１０月２６日付北九契管第２０３号の通知に基づいて運用して

きたところですが、下記のとおり取扱いを改めるので通知します。 

 なお、「建設業退職金共済制度証紙購入基準の運用について」（平成１６年１０月２６日付北九契

管第２０３号）は廃止します。 

  また、貴局等関係各課及び外郭団体にも周知方よろしくお願いします。 

 

 

記 

 

 

１ 証紙購入基準について 

  「共済証紙の購入について」（別紙のとおり）による。 

  この「共済証紙の購入について」は、入札（見積）執行の通知を行うときに、入札（見積）参

加者に配布するものとする。 

 

２ 入札（見積）執行通知書の改定 

  証紙購入免除対象工事の時は、「９(1)建設業退職金共済制度掛け金証紙の購入」欄の「別紙「共

済証紙の購入について」による。」を抹消し、「免除」と記載すること。 

 

３ 証紙購入免除対象工事 

    たたみ、ふすま、建具、ガスの各工事については、証紙購入を免除する。 

 

４ 建退共対象者に係る報告書等の提出（当初） 

  受注者は、軽微な工事を除き工事契約締結後１か月以内に、次の書類を工事監督課に提出しな

ければならないものとする。ただし、建退共対象者がいない場合は、その理由を示した①「建退

共対象者に係る報告書」のみを提出するものとする。 

① 建退共対象者に係る報告書（当初）」（様式１） 

②「掛金収納書（契約者が発注者へ）」 

  

５ 建退共対象者に係る報告書等の提出（工事完成時） 

受注者は、軽微な工事を除き工事完成時までに、次の書類を工事監督課に提出しなければならな

いものとする。 
①「建退共対象者に係る報告書（完成時）」（様式２） 

②「共済証紙受払簿」及び「建設業退職金共済証紙添付状況報告書」 
③当初に提出した後に追加購入した「掛金収納書（契約者が発注者へ）」 

 

（注１）他工事等で余った証紙を使用する場合は、証紙の購入履歴のわかる「共済証紙受払簿（写し）」

を提出すること。 

（注２）建退共対象者がいない場合は、下記に示す書類を提出すること。 

 



① 建退共以外の退職金制度を利用している場合 

  自社退職金制度の規約の写し、又は建退共以外の退職金制度加入証明書の写し 

② 退職金制度を一切利用していない場合 

  「建退共未利用理由の申出書」（様式３）（工事監督課に原本、契約担当課に写しを提出のこと） 

 

   

６ 「建退共対象者に係る報告書」の交付 

  契約担当課は、工事契約締結時に「建退共対象者に係る報告書」を受注者に交付するものとす

る。 

 

７ 実施時期 

  平成２８年４月１日以降に入札を執行するものから適用する。 



別紙 

                              令和７年４月１日 

北 九 州 市 

 

                 

共 済 証 紙 の 購 入 に つ い て                     
 

 

１ 共済証紙購入の原則   

  受注者は、請負工事に係る建設業退職金共済制度（以下「建退共」という。）の   

対象予定労働者数及び当該労働者の就労予定日数を的確に把握し、必要な枚数の共済

証紙を購入すること。（対象には当該工事の下請業者の労働者を含む） 

 

２ １による購入が困難な場合の共済証紙購入の考え方    

  就労予定日数等の的確な把握が困難な場合は、裏面の「共済証紙購入の考え方」記

載の方法によって算出した共済証紙代金を下回らない額の共済証紙を購入すること。 

 

３ 建退共対象者に係る報告書等の提出（当初） 

  受注者は、請負工事（予定価格が４００万円以下の軽微な工事を除く。以下同じ）に

ついて工事契約締結後１か月以内に、次の書類を工事監督課に提出すること。ただし、

建退共対象者がいない場合は、その理由を示した①「建退共対象者に係る報告書」及び

（注２）記載の書類を提出すること。 

①「建退共対象者に係る報告書（当初）」 

②「掛金収納書（契約者が発注者へ）」 

  

４ 建退共対象者に係る報告書等の提出（工事完成時） 

受注者は、請負工事（軽微な工事を除く）について工事完成時までに、次の書類を工

事監督課に提出すること。 
① 建退共対象者に係る報告書（完成時）」 

② 「共済証紙受払簿」及び「建設業退職金共済証紙貼付状況報告書」 
③ 当初に提出した後に追加購入した「掛金収納書（契約者が発注者へ）」 

（注１）他工事等で余った証紙を使用する場合は、証紙の購入履歴のわかる「共済証紙受

払簿（写し）」を提出すること。 

（注２）建退共対象者がいない場合は、下記に示す書類を提出すること。 

①建退共以外の退職金制度を利用している場合 

  自社退職金制度の規約の写し、又は建退共以外の退職金制度加入証明書の写し 

②退職金制度を一切利用していない場合 

  建退共未利用理由の申出書（工事監督課に原本、契約担当課に写しを提出のこと） 

   

 

 



共済証紙購入の考え方 
 

 (1）の証紙購入率表に基づいて、請負工事の証紙購入率を選定するとともに、(2）の請負工事にお

ける労働者の建退共加入率を算定し、(3）の計算方法によって、共済証紙代金を算出し、その代金を

下回らない額の共済証紙を購入すること。 

 

 (1)証紙購入率表                                                                     

      請負金額（千円）  1,000以上 10,000以上 50,000以上 100,000以上   500,000  

工事種別 10,000未満 50,000未満 100,000未満 500,000未満    以上  

     舗   装       3.5/1000  3.3/1000  2.9/1000  2.3/1000  1.7/1000  

 土     橋 梁 等  3.5/1000  3.2/1000  2.8/1000  2.1/1000  1.6/1000  

     隧   道       4.5/1000  3.6/1000  2.8/1000  2.1/1000  1.9/1000  

     堰   堤       4.1/1000  3.8/1000  3.1/1000  2.5/1000  1.8/1000  

 木     浚渫・埋立  3.7/1000  2.8/1000  2.7/1000  1.9/1000  1.7/1000  

   上記以外の土木  4.1/1000  3.6/1000  3.1/1000  2.3/1000  1.8/1000  

 建     住   宅       4.8/1000  2.9/1000  2.7/1000  2.2/1000  2.0/1000  

 築     非 住 宅       3.2/1000  3.0/1000  2.5/1000  2.1/1000  1.8/1000  

 設     住 宅 設 備       4.8/1000  2.9/1000  2.7/1000  2.2/1000  2.0/1000  

     非住宅設備  3.2/1000  3.0/1000  2.5/1000  2.1/1000  1.8/1000  

 備    屋外の電気等  2.9/1000  2.1/1000  1.8/1000  1.4/1000  1.1/1000  

    機械器具設置  2.2/1000  1.7/1000  1.4/1000  1.1/1000  1.1/1000  

 ※ 請負金額は、消費税及び地方消費税相当額を含む。 

 

 (2)請負工事における労働者の建退共加入率 

 

 請負工事における労働者の建退共加入率＝                      × 

（％）     

100 

 (3)共済証紙代金の計算方法 

 

共済証紙代金＝請負金額 ×        × 

                       

  

○ 建設業退職金共済制度の活用について 
 

１ 北九州市発注工事の受注者は、自ら雇用する建退共の対象労働者に係る共済証紙を購入し、当

該労働者の共済手帳に共済証紙を貼付してください。 

 

２ 受注者が下請契約を締結する際は、下請業者に対して、建退共の趣旨を説明し、下請業者が雇

用する建退共の対象労働者に係る共済証紙をあわせて購入して現物により交付すること、又は建

退共の掛金相当額を下請代金中に算入することにより、下請業者の建退共への加入並びに共済証

紙の購入及び貼付を促進してください。 

 

○ 建退共に関する問合せ先 

建退共福岡県支部 

      〒812-0013 福岡市博多区博多駅東３丁目１４番１８号 福岡建設会館内 

   Tel（０９２）４７７－６７３４   Fax（０９２）４７７－６７４０ 

請負工事における予定建退共対象労働者数 

請負工事における予定総労働者数 

請負工事の 

証紙購入率 
請負工事における労働者の建退共加入率（％） 

７０％（証紙購入率表の想定建退共加入率） 



様式１ 
 

北九州市長 様 
（工事監督課あて） 
 

建退共対象者に係る報告書（ 当 初 ） 
 
 

１ 工 事 名 
 

２ 請 負 金 額 
 

３ 工 事 期 間  自   平成   年   月    日 
 

至   平成   年   月    日 
 

この工事に関して、中小企業退職金共済法に基づく建設業退職金共済制度の対象者

については、下記のとおりです。 
記 

 
１ 対象予定労働者数及び当該労働者の就労日数（予定）は次のとおりです。 

    対象予定労働者数                    人 
    就労予定日数        のべ            日 
  

２ 当初において対象者の把握が困難であるため、「共済証紙購入の考え方」に従います。 
                           

   請負工事における労働者の建退共加入率 
   共済証紙代金＝ 請 負 金 額 × 証紙購入率 ×         
          （消費税相当額を含む）             ７０％ 
 
       ＝         円 × （      ）/ 1000  × （   ）/ 70% 
 
          ＝          円 
 

３ 対象者はおりません。 
  理由（                                  ） 

 
 
平成  年  月  日 

                 
 

 所 在 地 
                 商号又は名称 
                 代 表 者               印 

 

 

 

 

 



様式２ 

 
北九州市長 様 
（工事監督課あて） 
 

建退共対象者に係る報告書（ 完成時 ） 
 
 

１ 工 事 名 
 

２ 請 負 金 額 
 

３ 工 事 期 間  自   平成   年   月    日 
 

至   平成   年   月    日 
 

この工事に関して、中小企業退職金共済法に基づく建設業退職金共済制度の対象者

については、下記のとおりです。 
 

記 
 
 

１ 対象労働者数及び当該労働者の就労日数は次のとおりです。 
    対象労働者数                    人 
    就労日数        のべ            日 
 

「共済証紙受払簿」又は「建設業退職金共済証紙貼付状況報告書」が提出できない 
理由 
 

 
      
 
 

 
 
 

２ 対象者はおりません。 
理由（                                   ） 
 
 
平成  年  月  日 

                 
 

 所 在 地 
                 商号又は名称 
                 代 表 者               印 
  
 
 



様式３ 
                    平成  年  月  日 

 
 

 様 
                    住  所           

商号又は名称           
                    代 表 者         ㊞ 

 

 

 

建退共未利用理由の申出書 
 

 
工事名称                          
 

  
 
 

当該工事について建設業退職金共済制度を利用しない理由は下記のとおりです。 
 
 
未利用理由 

 
１ 一人親方（個人事業主）である。 

 
２ その他、建退共未利用の具体的な理由。 

  （                                 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 

【注意事項】 
・建退共未利用事業者が受注者（元請業者）の場合、宛先は北九州市とする。 
・建退共未利用事業者が下請業者の場合、宛先は受注者（元請業者）とする。 
・本申出書は、退職金制度を一切利用していない事業者のみが提出する。 
・建退共以外の退職金制度を利用している場合は、自社退職金制度規約の写し、

又は、建退共以外の退職金制度加入証明書の写しを必ず提出する。 



様式３ 
平成  年  月  日 

 
 
   ㈱●●建設様 

                    住  所 北九州市 
商号又は名称 ㈲▲▲工務店 

                    代 表 者 ■■ ■■   ㊞ 
 

 

 

建退共未利用理由の申出書 
 

 
工事名称   （仮称）北九州市◆◆◆◆施設新築工事  
 

  
 
 

当該工事について建設業退職金共済制度を利用しない理由は下記のとおりです。 
 
 
未利用理由 
 

１ 一人親方（個人事業主）である。 
 

２ その他、建退共未利用の具体的な理由。 
  （                                 ） 
 
 
 

記入例 

【注意事項】 
・建退共未利用事業者が受注者（元請業者）の場合、宛先は北九州市とする。 
・建退共未利用事業者が下請業者の場合、宛先は受注者（元請業者）とする。 
・本申出書は、退職金制度を一切利用していない事業者のみが提出する。 
・建退共以外の退職金制度を利用している場合は、自社退職金制度規約の写し、

又は、建退共以外の退職金制度加入証明書の写しを必ず提出する。 


